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まえがき

古今を問わず，地域の変遷を追究するには河川とその流域の関連を明らかにしなければなら

ない。特に，古代の場合，地域の基盤を把握しようとすれば，当時の河川の性格を知り，それ

が流域に及ぼした影響を究明しておく必要がある。しかし，当時の河川の性格はその後に人工

を加えることにより，次第に変容し，時には，本来の河川の性格と人工とは悪循環となり，矛

盾が現われ，洪水を惹起している場合が多い。そこで，古代の地域を分析するには，古代の河

川の性格を把膣することが不可欠となる。従って，古代の生活基盤である地域の基礎的条件を

把握するには，まず河川の諸状態を知る必要がある。

かかる意味で，古代の陸奥北半部の歴史地理学的研究には，北上川とその流域の諸要素の実

感を把握せずして，古代陸奥の地域構造を分析す畠ことは，困難といわなければならない。し

かしながら，河川とその流域の諸要素並びにその関連性を把握することは容易なことではな

い。そこでそれら諸要素の各種資料が豊富一に存在する近・現代から古代へと湖及的に推論する

しか方法がない場合がある。

そのようなことを覚え書デこしたのが本稿であって，北上川治水の地理学的課題そのものを

解決しようとしたものではない。筆者が従寒から試みている古代東北における律令国家と蝦夷

の漸移地帯の歴史地理学的研究を推進するのに，自然的基礎を把握する必要がある。それには

前述したように陸奥北半部では，北上川とその流域の諸要素を究明しなければならない。しか

し，古代の北上川については明らかにしえない場合が多いので，潮及的に究明するために，資

料を探求しているうちに，少なからず蒐集しえた。それらを古代の地域構造の分析のみならず

今後の北上川の歴史地理学的研究への手懸かりとして，明治以降の治水に関してのみ一応整理

して覚え書きとしたo

水害の歴史地理

河川はしばしば豪雨.崩壊により洪水を発生し，水害を起こす。その水害やそれに伴う災害

に対して，入間はその対応として治山治水事業を実施する。しかし，それがかえって水害を助

長している場合も少なくない。従って，現在の河川の諸要素から過去の河川の状態や流域との

諸関係を推論することは供しまなければならない。

日本の場合，災害のなかでも，特に水害が多くを占める。水害の地理学的研究を体系化した

労作は既に数多く世に問われている。そのうちで，藤井素介，岩塚守公，赤峰倫介，森滝健一

郎の諸論稿は，従前の関連諸研究をも併せてその動向を展望し，水害の地理学的課題を整理し

ている。

それらによると，水害の地理学的研究には大きく分けて二面からの接近がある。その一面は

気候・地形・地質等の自然科学画からの究明であり，他の一面は，社会的諸条件からの追求で

ある。そのいずれにも歴史性がある。前者についてみると，気候の変化，人間の環境改変によ
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る地形変化等によって発生する水害がみられる。ここに歴史地理学的課題があり．後者，すな  

わち社会的諸条件からの分析にも当然多くの歴史地理学的課題が存在する。   

水害発生の社会的諸要因の主要点にらいてみると，まず，水害に対する人間の対応形態によ  

り，その後の水害発生の社会的諸要因を形成することもある。例えば，治水工事の技術，治水  

工事の位置，また堤防築温 河川流路改修，低湿地干拓，原野開拓等が水害発生の要因となっ  

ている場合が多い。   

次には，水害の社会的要因とその背景が問題である。山林開発，道路建設，及び土地利開の  

進展による植生の崩壊，その崩掛こよる水害の激化，あるいほまた，橋梁や水利施設等の建造  

物の増加による河川断面の狭小化，これによってまた水害が激化する。   

なお，水害の社会的要因に地主制があげられる。この問題については，平重道，古島敏雄，  

馬場昭等の諸労作がある。詳論はそれらに譲るとして，要点を掲げれば，明治以降一貫して河  

川改修事業の主軸を形成してきた連続堤ほ，農地改革に至るまでの日本農業を支配してきた0  

これほ寄生地主的土地所有の形成と確立過程とを切り離して考えられない。更に説明を加える  

ならば，河川流域の低湿地や氾濫地帯であった原野や畑地を堤防によって隔離し，極端なまで  

に水田化してきた過程は，決して単に人口増加という因果的な理由で実施されたのではなく  

て，米という小作料収入の安定と増大をはかる地主の強い要望によって遂行された。また連続  

堤主義ほ昭和の恐慌と小作争議頻発期において，危機に頻した地主制の維持強化に，強力な栄  

養源的役割を果たした。このようにして，連続堤による土地利用の集約化が今日多くの矛盾を  

滞在することになり，治水事業そのものを根本的に考慮する時期が到来しているのである0   

とのようにみれば，時代による社会的諸条件によって，水害の発生機構も異なってくる。ま  

た，水害の発生機構によって，地域構造や地域形成にも大きな影響を与えることになる。それ  

らの点が水害の歴史地理学的研究において重要な課題である。   

さて，観点を変えて，水害の被害形態をみると，直接的被害と間接的被害の2つに分けられ  

る。前者は豪雨・崩壊及び洪水等による物理的な被害であり，その因果についてほ主として自  

然科学面から究明される。後者ほ前者の被害による影響であり，また前者の被害が将来や周辺  

地域へ波及する影響的被害である。別に波及的被害ともいわれる。これについてほ，主として  

社会科学面から追究される。特に，水害発生後の地域形成への影響という点では，歴史地理学  

の課題となる。   

要するに，水害と地域との影響と関係を瞥見してきたように，地域構造や機構を把握するた  

めにほ，水害の発生機構や影響について，究明しなければならない便々の歴史地理学的課題が  

存在する。その課題究明のためには，河川の性格や実態，水害の様相を概観し，総合的に問題  

の所在を明白にしておく必要があると考える。   

そこで，まず，本稿のように，北上川の明治以降の治水事業の変貌を概観し，今後のその歴  

史地理学的研究の予察的基礎としたい。ここに，その意味で覚え書きとして，本稿を執筆した  

もう一つの動機である。また，今後，北上川流域の地域変遷の歴史地理的研究に対しても拾石  

となれば幸いである。  

北上川の概要   

北上川の流程ほ約243粁で，流域面積ほ四国面積の約60％に相当する10，720平方粁であり，  

わが国第三の大河川である。   
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この河川の流路を地図でみると，－一つの特徴が見出される。それほ，北上山地の南端と奥羽  

山脈の支脈が結合する部分を，北上川が約20粁の長さの峡谷を形成して切断していることであ  

る0この峡谷を孤禅寺峡谷j弧 あるいほ孤禅寺の地峡と呼ぶ。両岸は断崖で川幅は狭く，北上  

川は急流となって流れ河底を深く浸蝕している。この流路の特徴が，北上川の宿命である。す  

なわち，この峡谷部のために，洪水時にほ河水を洗出しきれず，その上流の一関周辺に滞潤し  

て大きな被害を与えてきたのである。そこで峡谷部を開削することが，洪水被害を回避する直  

接的な方法となるが，‾F流の宮城県側では孤禅寺峡谷から流出する河水量を基準にして，治水  

工事を進めているので，この峡谷部を掘削して，洪水時の一関周辺の滞溜水を排水し，湛水に  

よる被害をなくしようとすれば，宮城県側に浸水の被害をもたらすことになる。   

一般的にいって河川に対する治水事業ほ，まず洪水の防止という点から，如何にして浸水を  

防ぎ，河水を下流に流すかという消極的な手段が講じられてきた。そのために，堤防の築造，  

河川流路改修・掘削が進められたが，近年は，従前よりも進歩し，水を重要な資源として，水  

を調節する施設を設け，以前のように河水を下流へ，流し去るという消極的な治水に対し，河  

水を調節することによって洪水を防禦し，水を有効に利用するという積極的な治水方式に変化  

してきた。   

人工的貯水池により洪水防止，河水調節をするようになってきたのは，TVAの開発方式に  

よるものであり，北上川流域でほ，昭和22（川47）年のカスリン台風を突放として，治水対策  

が大きく変化してきたといえる。   

北上川の治水をみるにほ，北上川の洪水の様相を考察する必要がある。明治以前の歴史的洪  

水についてほ，詳細を割愛し，主に明治以降の北上川の洪水と治水についてみる。  

中流流域の環境   

北上川の洪水と治水を考察する前に，その基盤となった環境をみよう。   

北上川の流域範囲をみると，次のようである。行政区でいえば，岩手県の岩手郡（但し，葛巻  

町を除く），盛岡市・紫波郡・稗貫都・和賀郡・上閉伊郡宮守村・遠野市・江刺市・胆沢郡・  

一関市・西磐井郡・東磐井郡・それに宮城県の栗原郡・登米郡・桃生郡・遠田郡・玉造郡・古  

川市・賀美都・志田郡・黒川郡・石巻市等である。しかし，ここでは岩手県の説明を主にし，  

取り上げる範囲ほ大体北上盆地である。   

北上川中流域は北上川流域のなかで，最も産業生産活動が活発な地域で，平地も広く展開し  

ている。そこに盛岡・花巻・北上・水沢・一関の諸都市が集中する。東ほ北上山地，西は奥羽  

山脈に挟まれた細長い谷盆地で，北上川上流部との間にほ岩手山東麓の峡谷，下流部との問に  

は孤禅寺の峡谷によって境を形成する。   

本流域の西側流域は断層崖が発達し，かなり複雑な地形を形成している。そのうち和賀川以  

北においてほ比較的に弓形の断層崖が明瞭である。その断層崖下の扇状地は小規模であるが，  

その分布は多く，しかも，その扇状地ほ相互に連続している。それとは対照的に，以南では断  

層崖は不明瞭であり，夏油川や胆沢川の大規模な扇状地が形成されている。   

このように西側流域でほ，山地からの土砂の流出が，東側よりも多いので，北上川の本流ほ  

東に押され，北上山地の西麓を流れるようになった。なお，北上川本流は西岸流域の諸扇状地  

の末端を側刻し，段丘状となって北上川に臨む地形が目立つ。その結果，北上川の河水は本流  

沿岸の氾濫原にしか濯水し難く，扇状地や河岸段丘面の広い部分ほ開発がおくれた。扇状地は   



（100）  

第1蓑 歴史的資料に現   

われた北上川の洪水発  

生年回数  
■‾一  

甘1昌「古盲  

山  田  安  彦  100  

堆積層が厚く，地下水面が深く，また地上水も取水し難いので，開拓  

ほおくれた。しかし，それらの土地は，北上川本流沖積平野の水田農  

家の牛馬飼育の重要な採草地であった。それらの扇状地ほ，奥羽山脈  

から流出する小河川の河水しか引水しえないので，近世以降の大規模  

な潅漑用水路が建設されて，次第に開田され，また牧野や採草地とし  

て開発されたり，あるいほ植林された。大規模な潅漑用水路建設まで  

ほ，扇状地に散村が形成され，扇裾部に列状に集落が形成された。そ  

の面影ほ今も残っている。   

水田経営が盛んになるにおよび北上川沿岸の沖積平野に集落や水田  

の分布が多くなり，北上川の洪水が発生すると，氾濫原である沖横平  

野に浸水する場合が多いので，当然被害も多いことになる。なお，洪  

水が発生するのほ，震雨や豪雨による場合が多いので，洪水被害だけ  

でなく，気候不順や冷温による冷害も併発している場合が多い。   

近世以降の大規模な濯漑水路の建設により，次第に開田が進捗した  

が，それでもかなり未開拓が残っていた。それが，戦後になって北上  

川の洪水防止のために，北上川の河水の調節という技術がTVAの影  

響により導入され，北上川の本・支流にダムが構築されることによ  

り，著しく開発が進み，水田・畑地，及び牧草地が造成されるように  

なった。  
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20世紀は1948年まで  

小川博三（1956）：北上  

川洪水史の研究 東北研  
究6－1p．12～35 北  
上川洪水年表より筆者が  
集計作成。  

水害頻度   

歴史的に北上川の洪水の回数をみるとj いうまでもないことであるが，現代に近づくに従い  

記録の数も増加し，内容も豊富になっている。人口が増加し，居住地が拡大することによって  

土地住民への水害もそれだけ多くなる。また，人間が環境を改変することにより，洪水発生の  

頻度も高くなっている。また，過去にほ為政者の居住地や人口集中地域に記稼が多い。それ  

は，記録する役割の人々が居住していたので，記録文書が多く残っている場合がある。そのよ  

うなことを承知の上で，北上川の洪水発生年数だけを集計すると，第1表のようになる。   

洪水史料には誤記もあり，信憑性の低いものもあり，また記録者の近辺についてほ，詳細に  

記録されていることもあろう。それを考慮の上で，第1表をみると，記録の多くなってきた18  

世紀以降は，隔年どころか，時にほ4～5年続いて洪水が発生していることもある。事実，洪  

水発生年表をみると，その通りである。   

洪水が人間生活に大きな打撃を与えることほいうまでもない。具体的にほ，洪水が農作物や  

家屋並びに各種建造物を冠水するか，湛水によりそれらを破壊するか，また流水によりそれら  

を流失するかであり，人間生活に甚大な被害を与える，甚しい時にほ，人的犠牲を出す。   

洪水の多くは気象現象と深い関係がある。一般的にみても，水害の自然的要因ほ主として豪  

雨である。なお，その豪雨の原因を明治24（1891）年から昭和20（1945）年までの55年間につい  

て，仙台平野の場合を考察すると，第1ほ台風で，全体の44．3％を占め，第2ほ前線性降雨  

で，全発生数の20．7％であり，第3は南海性低気圧で，11．4％を占め，その他ほ23．6％で，二  

つ玉低気圧，日本海低気圧，駿両性降雨などである。なお，困に北上川流域に来襲した台風頻  

度を明治24（1891）年から昭和15（1940）年までをみると，単純に平均すると，年11．44回とい   
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う驚くべき数字になる。このことからみても，北  

上川流域には豪雨発生が多く，洪水発生が多いこ  

とが窺われる。このような洪水発生であるから，  

洪水流水や湛水による被害だけでなく，震雨，天  

候不椒，霧雨による冷涼気候などによって，農作  

物，特に水稲に重大な被害を与える場合が多い。   

そこで歴史的に凶作の発生をみると，第2表の  

ような発生数である。天平14（742）年から昭和  

10（1935）年までの凶作発生数のうち，暴風雨，  

宗雨，洪水，冷温によるのが最も多い。第2表は  

天平14、（742）年から昭和10（1935）年までの東北  

におけは不作，凶作，大凶作の原因別集計である。  

ここにいう不作とほ平年作の4分の1の減収，凶  

作ほ4分の2，大凶作ほ4分の3の減収をいう。  

第2表 東北における天平14（742）年～昭和10  

（1935）不作・凶作・大凶作の原因別  

（災害種類別）発生回数  

発 生 回 数  
災 害 種 類  

不作桓作l大凶作  

早  魅  

低  温  

暴風雨・寒雨洪水・冷温＊  

天険不順  
降電・病虫害・地震・そ  

の他   

35r  26  

＊暮雨による冷温   

積雪地方農村経済調査所（1935）：東北地方  

凶作に関する史的調査・積雪地方農村経済調査  
所報告 第8号より筆者が集計作成。  

明治期の洪水と治水   

明治11（1878）年の北上川沿岸の堤防被害は96カ所で，その延べ被害は約9，630研であり，同  

1S（1882）年にも北上川沿岸堤防被害個所ほ延べ約9，470研であった。   

明治初期ほ北上川の洪水対策工事がまだ充分に進んでいないので，洪水被害は多かった0明  

治20年代になっても，治水工事が低調であったので，毎年のように北上川洪水の被害ほあっ  

た。明治22（1889）年9月の北上川洪水被害について，岩手県でほ県会の常置委員会にほかり，  

西磐井部日形相の北上川の堤防決壊修理費とその他土木費補助費を臨時急施として支出してい  

る。ここで注意すべきは，県会で災害に対する更生対策が，町村土木費補助として扱われるよ  

うになった点である。   

参考として，同年9月12日の北上川洪水の惨状について略述すると，当時の盛岡市で浸水  

454戸，岩手・紫波郡で流失6棟，浸水58戸，稗貫・和賀両郡で流失家屋4戸，浸水91戸，犠  

牲者1人，胆沢・江刺両部で倒家1戸，浸水112戸，犠牲者3人，両磐井郡で流家13戸，浸水  

80余戸，犠牲者5人，負傷2人という甚大な被害であった。   

ところで明治22（1889）年4月に，市町村制が確立し，642村を1市21町219村の行政区に改  

組した。この行政区画の整備改組が，河川の治水工事などに大きく影響したのである。すなわ  

ち，市町村制実施により河川の洪水防止工事ほ，県費負担と市町村費負担とに区別されるよう  

になった。   

明治23（1890）年の7月から9月までの3カ月間に岩手県内で26回もの水害があり，被害町  

村は百数十力村にも及び，その被害総額は当時の金額で22，7万円にも昇った。そのうち14・2万  

円（全額の62．6％）は北上川の水害による被害であった。北上川の水害が岩手県の被害の過半を  

占めるということは，北上川の治水問題というものが本県の重要課題であり・，県だけでなく，  

国家の東北開発の重要課題であるということを意味する。翌年の9月に，また北上川が増水し  

て。22町に損害を与え，その総額は当時の金額で1．1万円であった。   

明治前期の統計書にほ欠本が多く，詳細な工事費は不明であるが，明治18（1885）年の土木  

工事業費は4．2万円，同19年ほ8万円余，同20年ほ7．7万円，同21年は6万円弱である。21年に   
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は風水害のために不作となる。翌年も風水害のため不作，工事費7．9万円，23年には8．4万円，  

24年は7．1万円，25年は8．9万円であり，26年には9．7万円となり，10万円に近くなった。この  

ように過去の工事費の趨勢をみると，県地方税支出の土木工事費は明治26年までは10万円以下  

であったが；その後は10万円を越えるようになった。27年には11．2万円で，この年には豊作で  

あった。28年は10．7万円，29年にほ14．9万円を支出した。この年ほ不幸な年で，6月15日にほ  

載震により三陸沿岸は大津波となり，18，156名の犠牲者が出た。8月31日には陸羽大地震があ  

り，その前の7月21日とその後の9月6日に中津川と雫石川の洪水があった。7月の洪水の際  

には，浸水家屋は950戸で，夕顔瀬と開運の両横は流失した。翌30年も洪水のため不作，土木  

費23．9万円，31年には22．3万円になった。   

このように明治前期から後期前半にかけて本県の土木費の趨勢をみたが，北上川の洪水によ  

る被害の復興土木費の詳細は判明しない。明治22（1889）年4月以降ほ，市町村制が確立した  

ので，県と町村の費用分担が明確になったが，詳細には不明であるといわれる。この年から北  

上川の洪水対策が県会で論議されるようになった。このことは北上川洪水治水対策のエポック  

である0その後，同25年には「北上川改修工事」が進められた。   

岩手県ではしばしば発生する洪水災害に対して，復旧の土木工事の施行と土木工事監督の便  

宜上，明治30（18卯）年4月に土木管区を設定し，その中核的位置にその事務所を設けた。こ  

の時の土木管理の区域ほ6区に分けられ，そのうち北上川流域に関係の深い管区は，3区であ  

る。すなわち，第1土木管区（盛岡市・岩手郡・紫波郡），第2管区（稗貫郡・和賀郡），及び第3  

管区（江刺郡・胆沢郡・東西両磐井郡）で，事務所はそれぞれ，岩手郡中野村（後に厨川村へ），花  

巻町，一関町に設置していた。   

明治後期後半に入ると，また大災害が発生した。明治35年（1902）ほ宗雨，暴風雨，洪水に  

よって凶作となった。この年ほ春以来，天険不順にして，水稲の成育期には冷温が続き，出穂  

がおくれ，9月8日ほ強風のために稲花ほ散り，同28～29日は大暴風雨が来襲し，洪水を発生  

した。農作物は流失し，家星ほ倒壊し，人畜にまで大きな犠牲を与えた。この秋の水稲収穫高  

は，21．9万石で，平年作の61％の減収であった。畑作物も平作の半分であった。この年の凶作  

は，天保の凶作や明治2（18‘9）牢の凶作とともに史上稀有のものであるといわれ，外米が輸  

入されるという状態であった。同38年にも7年中旬より霧雨，冷温が続き，同35年以上の凶作  

となった。水稲収穫高は19．3万石（反当3斗9升う合）で，平年作の66％の減収である。   

同35年にも同38年にも，凶作による窮民救済が県会で議題となり，同35年には羅災救助基金  

13．9万円近くが可決された。同38年でも腐民救済の一端として，臨時土木費を計上し，その  

他，生活のために仕事を割当て，生活費の補助にした。明治29（1896）年以来，災害によって  

生じた土木工事は，ニヒ木行政の分野を広げることになり，同38（1905）年4月には，県庁内務  

部ほ5課制となり，そのなかに土木課が独立した。また，この年あたりから凶作発生の原因が  

科学的に究明されるようになり，その後の20年を経過しないうちに，米作収穫高ほ一段と高く  

なったのである。   

明治43（1910）年は，また水害と不作の年であった。8月中旬と9月中旬に大洪水がおき，  

畑地は流失，埋没し，また湛水により農作物ほ腐蝕するものがあり，水稲の被害は甚大であっ  

た。その間，9月3日にほ盛岡市に大洪水があり，甚大な被害を受けた。中津川架設の「上の  

檎」■「与め字棒」，北上川架橋の「明治橋」，築川架橋の「葛西橋」は流失した。なお，中  

削Il沿岸の下小路・礁町・鍛治町裏・紺屋町衰・川原′J、路・馬場小路・鷹匠′J、路等に洪水被害   
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は甚大であった。その被害状況は住宅全壊17戸，同半壊49戸，同破損271戸，同流失69戸，床  

上浸水家屋1，343戸，床下匠水家屋147戸，それに，より悲惨なことに死者1名があった。  

大正期の洪水と治水   

明治44（1911）年にも大正元年（1912）にも暴風雨による洪水があり，大正2年には気候不順  

で霧雨，それに加えて8月27日に暴風雨が来襲し，洪水を発生，その被害ほ激甚であった。28  

日には盛岡市の開運橋は流失した。この年の県下の米収穫高は46．1万石で平年作の34％の減収  

であった。この8月の暴風雨による被害は，悲惨なことに死者40名，負傷者37名もあり，家屋  

全壊129戸．同半壊108戸，流失家屋128戸であった。このため，この年の通常県会は，その災  

害復旧土木工事費として，通常予算額の160％余の追加予算を議決した。   

さて，大正2（1913）年の凶作を契機として「東北振興会」が結成された。天明・天保以来，  

東北は冷害・水害により凶作・飢饉に悩まされ，それが慢性化している。明治以来をみても凶  

作ほ度々のことである。殊に，明治29（1896）年の三陸津波，同38（1905）年の冷亀そして大  

正2（1913）年の風水害は天明・天保の災害の再来を思わせる。このように度重なる農業災害  

に直面して，一方でほ「救済」・「振興」が実施され，他方では「産業構造の改革と転換」が  

問題となり，ここに「東北振興会」が結成され，組織的な東北開発への契機となった。しか  

し，この会ほ東北振興のための調査研究団体であった。   

災害対策のため，本県では明治30（1897）年以来県下を6区の土木管区に分けて管轄した0し  

かし，災害ほ毎年のように発生するので，更に災害対策を強化するために，大正3年1月には県  

下を10区の土木管区に区分した。しかし，同年末には4区が合併されて6区になった。そのうち  

北上川流域に関係する管区を掲げると，盛岡・花巻・一関の3管区である。その第1の盛岡土木  

管区の事務所所在地は県庁内で，その所管範囲は，盛岡市・岩手郡・九戸郡（2村）であり，花  

巻土木管区の事務所所在地は稗貫郡役所内で，その所管は，紫波郡・稗貫郡・和賀郡（大正3＝  

1914＝年8月25日までは和賀郡≪小山田・十二鏑・中内・谷内村を除く≫は黒沢尻土木管区内）であっ  

た。一関土木管区は西磐井郡役所内に事務所を設け西磐井郡・東磐井郡・江刺郡・胆沢郡を所  

管した。大正3（1914）年11月20までは，江刺都・胆沢郡及び東磐井郡の生母村ほ下河原土木管  

区に属し，その管区事務所ほ江刺市愛宕村下河原に設けられた。なお，大正3年11月20日には，  

遠野土木管区（下閉伊郡）は盛岡土木管区へ合併されたのである。この他に盛（気仙郡），福岡  

（二戸郡），久慈（九戸郡，但し葛巻・江刈を除く）の3土木管区があったが，北上川流域と直接的  

にここでは関係がないので，説明は割愛する。   

しかし，この土木管区もまた大正9（1920）年10月にほ変更になり，新管区の6区になった。  

以前の久慈土木管区（九戸郡上葛巻・江刈を除く）は福岡管区に合併され 宮古土木管区（下閉伊  

郡）と遠野土木管区が再現され，遠野管区にほ，以前の盛管区（気仙都）が合併されたのであ  

る。従って，北上川沿岸流域に関係の深い3管区は大正3（1914）年の所管範囲と変らない。   

大正9（1920）年にほ，8月5日の午後より震雨，9日には磐井川氾濫，10日逆水。9日にほ  

和賀川流域は大雷雨により和賀川に洪水発生し，同11日にほ西磐井郡日形村の高山前塊防が決  

壊した。この時の大雨により，北上川ほ増水，東北本線は一関以南不通となる。この年には5月  

にも水雲があり，水害対策その他で10年に臨時県会が開会され，追加更正予算が審議された。   

なお，大正10（1921）年4月にほ，西磐井郡日形村の前年の堤防決壊個所がまた決壊し，翌  

年の7月上旬と9月上旬には風水害があり，同12年7月下旬には霧雨のため北上川沿岸に洪   
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第3表  大正期の岩手県土木費  

（104）  

年号l年」西暦  経常費 蓼 臨時費l土木補助費【災害土木費 

岩手県史 第10巻 近代篇5から作成。   

水があった。   

かかる状態であるから，大正年間の岩手県の土木費を通覧すると，第3表の通りである。こ  

の表を概観していえることほ，大正中期以降，土木費が漸増していることであり，また9年以  

降は災害土木費が毎年使用されている土とである。大正3（1914）年に災害土木費が設けられ，  

更に，同10年と同13年に災害土木費が150万円前後も編成されたのは，いずれも前年に大災害  

が発生したので，その復興のためである。   

このように，県の土木経費面かちみて考えられることは，前述し長ように災割ま，直接的被  

害と間接的被害に大きく分けられる。直接的被害から復興するた捌こ，臨時予算やその他の予  

算が編成されるが，間接的な被害，すなわち波及的な被害から復顛するためにも，次年度予算  

に災害復興予算，その他が編成される。従って，他の部門の予算を浸潤する場合が如、ので，  

産業面・住宅面・教育面への建設的投資が停滞することになってしまう。   

『東北地方古今凶饉誌』，『東北地方凶作に関する史的調査』，J『岩手県災異年表』及び  

『北上川洪水史の研究』を通覧すれば明らかであるが，東北ほ毎年のようにどこかで水害・冷  

害を主としてその他の災害が起こっているので，東北の産業の開発と文化の発展を停滞させる  

一因となったのである。  

昭和期戦前の洪水と治水   

まず，昭和に入ってから，15（1940）年までの岩手県の通常土木費と災害土木費をみると第  

4表の通りである。諭ずるまでもなく土木費には，通常土木費と災害土木費とに大別される。  

大正期の岩手県土木費について説述したように，災害のあった年とその翌年の土木費は多くな  

っている。昭和2く1927）年の土木費が，その前後の年と比較して多額であるのは，この年に  

道路橋梁費と県道押角峠の開削費のために多くなっている。昭和4（1929）年ごろか同7年に  

かけて，昭和初期の経済界の不況に伴い，本県の産業界にも大きな影響があった。昭和5年に  

災害土木費が多くなっているのは，昭和4年に岩手県下全域に亘り不作であり，その復旧対策   
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第4表  昭和2～1S（1927′－1940）年岩手県土木費  

と昭和初期経済界の不況打開のために土木事業を実施することが多くなった。昭和7年（1932）に  

は急に通常土木費が200万円も増額になってし」るのほ，昭和6年8月の盛岡周辺の北上川洪水  

被害復旧対策のためと，時局匡救土木事業のためである。   

昭和6年8月10日夜から11日朝にかけて，盛岡市を中心に局地的豪雨があった。その雨量は  

160湘で，中津川・北上川が氾濫し，U」岸橋と沢田橋が流失，市内の床下浸水家屋ほ900戸にも  

及んだ。   

昭和7年にほ昭和初期の経済不況が甚しくなり，時局匡救事業として河川改修や港湾修築工  

事を実施するようになった。同年9月にほ，雫石川と釜石・大船渡・久慈・種市八木の内港の  

工営所が設置された。雫石川は県内でも氾濫の多い河川であるから，河川改修工事が進められ  

たのである。なお，同9年には臨時土木管区が黒沢尻・水沢・釜石・岩泉に設けられた。窯沢  

尻の臨時土木管区の区域は，和賀郡（十二鏑・中内・谷内3村を除く）・胆沢都相去村・江刺郡福  

岡村であり．水沢のその管区は，胆沢郡（除 相去村）・江刺郡（除 福岡村）である。それらの  

臨時土木管区の設置により，従前からの既設の土木管区が変更になった。その時の土木管区  

ほ，盛岡・花巻・一関・遠野・宮古・二戸・久慈の7区に分れ，北上川沿岸に関係のある3区  

についての区域を掲げると次の通りである云盛岡管区は，盛岡市・岩手郡・紫波郡で，花巻管  

区ほ稗貫郡と和賀郡十二鏑村・中内村・小山田村を管轄する。一関管区は，東・西南磐井郡の  

範囲である。 

その後，北上川流域に次のような工営所が設けられた。昭和9（1934）年には和賀川の工営  

所が，同11年にほ磐井川の工営所が，同12年には胆沢川の工営所が開設され，雫石川の工営所  

が廃止になった。すなわち，く雫石川に続いて，和賀川・磐井川・胆沢川の河川改修工事施工が  

進められるようになったのである。   

昭和8年には，岩手県下の水田反収が平均2石2斗5升で，豊作であった。しかし，3月3  

日の午前2時半ごろ，≡陸沖に範震がおき，大津波となり，1，522人の犠牲が出る大被害とな   
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った。そのために，本県の土木費は従来にない巨額となった。ところがまた，翌年に不幸なこと  

がおきた。4月以降に天候は不順となり，晩春の大降雪，5月中旬には豪雨が来襲して，北上  

川ほ氾濫し，多くの耕地を流失した。更に5月下旬には，胆沢・江刺両郡に降電の被害があっ  

た。それに追い討ちをかけるように，7月中旬から震雨となり，特に，7月27・28日は豪雨と  

なり，北上川・和賀川流域の洪水は甚しく，流域の被害ほ甚大であった。この年ほ県下全域に  

大冷害・水害となり，明治38（1905）年に次ぐ凶作となった。この年の県下米作収穫高は，51  

4，850石で，前年に比して61％，この年の最近5年間の平均収穫に比して54％の減収であった。  

このように災害に続く災害の上にさらに翌10年の4月末に晩雪が降り，7月中旬より冷温・霧  

雨，8月22日から25日にかけて県下全域に豪雨が降り，特に県域北西部ほ甚しかった。北上川  

ほ洪水となり，耕地流失，浸水家屋，橋梁流失，道路の決壊の被害は大きかった。   

かかる昭和初期の経済不況に加えての度々の災害に対して，東北各県は，あるいは国家ほど  

のような対策を策定しようとしたか。これについて若干督見すると，次のような傾向にあった。   

大正2（1913）年に結成された「東北振興会」は，大正15年に解散した。これほ調査研究団  

体であったので，東北開発の調査と計画提案をするには，結局において予算を必要とするため  

に，別の組織の推進母体を誕生させなければならないことになった。その予算には政府が責任  

をもつか，県が負担するかの段階にきており，昭和9（1934）年の凶作を契機として同年11月  

26日に，政府ほ臨時議会の特別立法措置により「東北振興調査会」設置に関する官制を公布し  

た。これにほ関連分野の学者が，東北振興の基本構想に対し，積極的に発言しているのに注目  

すべきである。ここにおいて，災害防除の産業振興・農村工業及び商業の対策・交通整備・生  

活改善についての恒久対策研究を実施した。しかし，各種災害の原因やその対策の意義，及び  

開発目標への計画性に欠如する両が大きかったので，東北開発にほ大きな効果を上げえなかっ  

たが，開発の導火的役割を果した。昭和10（1935）年に東北振興を具体的に推進する組織とし  

て，東北興業株式会社と東北振興電力株式会社の2組織の設置が可決され実施されることにな  

った。昭和16年に前記の振興電力が日本発送電に吸収合併されるとともに，東北振興調査会ほ  

改組されて「臨時東北地方振興計画調査会」となったが，翌年に「東北地方振興計画要項」が  

決定された。しかし，この時の東北振興の事業ほ全く「戦力振興」の一環としての「東北振興」  

に置き替えられていたのである。   

昭和9年の冷害・水害による凶作に対して，通常土木費567万円弱に加えて，災害土木費が3  

43万円弱も費され，昭和15年までの最高の土木費である。翌10年の県土木費も9年に次いで多  

く，通常土木費516円弱に加えて災害土木費265万円弱である。昭和9～11年には工営所が10個  

所も設 置されている。工営所が10個所も設けられていたということほ，度重なる災害により農  

村ほ疲弊しているので，農林業生産の基盤整備のための土木事業と，その事業施行による貸銀  

により農村の生活の資に供したいという県当局の施策によるものである。その土木事業をみる  

と，昭和9年度においてほ105．3万円，10年度においては，144万円の国庫補助県事業並びに町  

村土木事業を被害各市町村に対して応急的に施行した。両年度における道路改良施行箇所ほ県  

下で1，349，河川44，港湾7，計1，400個所の改修・改良工事を施工している。なお，被害農村  

の復興と救済のために，耕地整理と土地改良を実施した。その事業費は281万円余で，そのう  

ち国庫助成金173万円余であり，昭和9年から11年にかけて，3年間に亘り，開墾・用排水改  

良暗渠排水等を施工したのである。その他に，山林土木事業，水産土木事業，「桑園改良事業等  

も実施された。   
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何時の水害被害をみても，洪水だけの被害でほない。地震や火山爆発のように単独的な現象  

の被害ではなくて，洪水を発生するまでには種々の気候的要因がある。その原因には多く考え  

られるが，直接的には，暴風雨・大雨であったり，震雨であったりする。震雨はそれ自体気候  

不順であり，冷温で寡照のために，洪水被害には必ずといってよい位に，冷害を併発するとい  

う合併症状的被害になる。従って，東北の洪水被害は，一層に苛酷なものである。しかも，寒  

心することであるが，『岩手県災異年表』をみれば，洪水・冷害に加えて早魅・降電・病虫害  

・地震津波等がある。昭和8・9・10年の災害から脱したかと思えば，昭和11（1936）年に岩  

手郡・九戸郡に桑の凍害があった。昭和13年には凍害・霜害があった上に，8年15日から16日  

にかけて不連続線に伴う雷雨が来襲した。この時は昭和6年8月10日の雨量に凌ぐ豪雨で，  

盛岡測候所開設以来の豪雨といわれた。盛岡を中心にして周辺の被害は甚大で，死者2名，全  

壊家屋6戸，半壊家屋12戸，流失家屋23戸，床上浸水家屋498戸，床下浸水家庭3，187戸，堤防  

決壊51個所，道路埋没247町，田畑埋没75町歩という被害状況であったといわれる。この年に  

ほ洪水ほ多く，その前の7年15日にも猿ケ石川の堤防が決壊して田畑100町歩に浸水している。  

なお，8年31日には台風が来襲し，盛岡・釜石・宮古に洪水が発生し，宮古の被害ほ甚大であ  

った。盛岡市も洪水となり，夕顔瀬橋が流失し，一関付近でも北上川と磐井川が増水した。昭  

和14年にほ洪水はなかったが，酷寒と高波があった。同年9月2日より降り始めた雨は4～5  

日にほ豪雨となり，盛岡市の浸水家屋ほ605戸で，太田の晴山橋，中野の葛西橋は流失しキ。昭  

和13年の災害により，その復興のために，昭和14年の災害土木費ほ多くなり，昭和15年には通  

常土木費も災害土木費も昭和9・10年のそれに次いで多くなっている。   

昭和15（1940）年になって，従前の土木管区ほ，同年4年1日より土木出張所となり，臨時  

土木管区ほ臨時土木出張所に改称され，名実ともに，県行政機構の出先枚関となり，所長以下  

数人，あるいほ10数人の所員が駐在することになった。前者には盛岡・花巻・一関・遠野・宮  

古・二戸・久慈の7出張所であり，後者にほ黒沢尻・水沢・釜石・盛・岩泉の5所があった。  

その後ほ土木事務所となり，昭和44年にほ，盛岡・花巻・北上・水沢・一関・千厩・大船渡・  

遠野・釜石・宮古・岩泉・久慈・福岡の13所が設置されたのであり，▲ 以前よりも千厩が新設さ  

れただけである。   

昭和16年にほ，国際関係ほ悪化し，国内は非常時態となり，12月にほ太平洋戦争に突入し  

た。この年にはまた東北に霜害・水害・冷雪が発生したのである。6月6日にほ東・西磐井郡  

と胆沢郡に風水害が起き，田畑は冠水し，更に7月22～23の両日には県南に暴風雨が襲い、豪  

雨となり大洪水となった。その被害は，死者1名，家屋流失8戸，床上浸水家屋150戸，床下  

浸水家屋1，400戸，橋梁流失37，道路決壊11，田畑冠水数千町歩，田畑流失170町歩である。8  

月29日にほまた豪雨となり，6・7月から8月末までの度々の豪雨の上に，冷害を併発し，凶  

作となった。   

度々の洪水のために，昭和16年には，まだ和賀川・胆沢川・磐井川の他2河川に工常所が設  

けられていた。   

昭和17年にほ早魅があり，翌18年にほ火災と草書があった上に，10月3日から4日にかけて  

県下一帯に暴風雨が来襲し，豪雨となり，大洪水が発生した。その被害ほ死者1名，傷者1名  

床上浸水家屋26戸，床下浸水家屋489戸，浸水田地450町歩であった。また翌19年も災害ほ多か  

った。3月には雪害の被害が甚大であり，ウ月19日から22日にかけて不連続線による豪雨とな  

り，特に中津川ほ増水して，10数戸が流失した。昭和20年にも県下に火災・暴風雨・冷害があ   
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り，戦争による国民生活疲弊の上に，岩手県に限らず東北にほ災害の連続で，生活は困窮の極  

の状態であったといえよう。それなりに，終戦直後もなお，追い討ちをかけるように，昭和21  

年の6月27日にほ数日の降雨により東磐井郡にほ水田400町歩，畑地350町歩の冠水被害があり  

8月にはその逆に45日間の無降雨による早宮があったのである。  

第2次大戦戦前の流域の地域的課題  

明治以降から第2次大戦終戦までの北上川わ洪水と治水について説述してきたが，北上川  

の洪水対策ほ岩手県の課題といっても過言でほない。北上川の洪水被害は甚大である。水を治  

めることほ天下を治めることであるといわれるように，北上川を治めることは，岩手県を治め  

ることになる。   

北上川の治水は，明治以来というよりも遠い過去からの本河川流域の地域的課題である。治水  

上から北上川をみると，本流セほ岩手県一関市南東部の孤禅寺から南の宮城県登米郡東和町米  

谷までと，宮城県桃生郡河南町和淵に狭谷部がある。孤禅寺の峡谷部は洪水時に宮城県側の平野  

部の水害を緩和する役割を果すものの，逆に一関市付近ほその峡谷部によって河水の流下を堰  

止めるような状態となり，一大潮水を出現する結果となって水害を起こす。その下流の和淵峡  

谷部もまた洪水量を調節する機能を果すのである。和淵のすぐ上流部で，江合川を合流し，な  

おその上流で迫川が北上川に合流するので，洪水時にほより水量が増加し，水害をより甚大にす  

るために，人工的に和淵峡谷部を設けたのであろうといわれる。すなわち，北上川の本流ほ，か  

って神取山東部を流下していたが，治水上 神取山丘陵部の鞍部を切断して，流路変更させた  

という。これほ登米地方よりも桃生郡の水田が早くから開けていたことと，石巻港を水苦から  

護るためであった。このために，迫川下流部の低湿地は遊水地として残され，この犠牲によっ  

て下流が保護されるという状態であった。これは大正末期まで競いたのである。   

明治以降，第1回目の北上川改修工事ほ，主として舟運の便を図るために，石巻港から盛岡  

まで196肋に対して明治13 

によって下流沿岸の水害ほ防止されなかった。明治30（1897）年5月からは，その流路間にお  

いて「河川法」が適用されるようになり，明治43（1910）年の大水害を契機として，翌年から  

11カ年の継続事業として第2回の改修工事が施行された。その総工費は1440万円弱で，その目  

的ほ，高水防禦と逆流に規国する湛水災害の防除，及び航路改良であった。この工事により宮  

城県本吉郡津山町西部の茶臼山東部から真直ぐ南へ北上川を分流させ（新北上川），旧河道であ  

ったといわれる合戦谷地峡部（桃生郡河北町）を開削して迫渡川に合流させた。これによって北  

上川の赤生津・和淵を流れていた旧流路には主筆こ迫・江合の両河川が流入した。その分流させ  

た新北上川ほ昭和6（1931）年に通水し，同10年3月にほ改修計画を完成したのである。これ  

によって北上川の支流も改修されるようになり，迫川の蛇行を改修した新迫川ほ昭和6年に着  

手され，同8年に通水した。   

なお，宮城県では，明治32（1899）年から3カ年継続で北上川予防工事を施行したが，更に  

大正2（1913）年に臨時治水調査会を設置し，治水事業の計画と事業費を調達し，翌年にほ6  

カ年継続工事（総額552万円），同4年には739万円に昇る10カ年治水事業計画が樹立されたの  

である。   

このような国営の河川改修事業ほ，北上川に新地域体制を編成することになり，北上川流域  

の産業に大きな影響を与えた。すなわち，旧迫川流域の広大なる遊水地帯の開田を可能にした   
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しこ また水害が減少し，北上川の水位が低下したのに伴い，機械揚水による農業水利体制の契  

機となり，旧来の用水沼地の干拓をも可能にしたのである。これによって，北上川流域の土地  

改良事業は急速に活発化したのである。   

土地改良事業が全国的に普及する端緒ほ，明治32（1899）年の「耕地整理法」によるが，更  

に明治42（1909）年に改正されて，「耕地整理法新法」が施行された。これによって耕地整理  

を主体とした初期の事業に加えて，用排水の改修と建設・開拓・地目変更をも実施する積極的  

な土地改良事業を推進するようになった。   

北上川の本・支流の治水とその流域の土地改良事業の進展と閑適して，北上川中・下流の低  

湿地・沼沢地（旧遊水地帯・旧用水沼）の干拓が進行した。その主なもののみをみると次のよう  

である。紙数の関係で単に項目だけを列挙する。   

明治35（1902）年の名鰭沼の干拓，同，36年の品井沼の干拓，同39年の中田沼の干拓，大正10  

（1921）年の広淵沼の干拓，同14年の豊里村遊水地と溜他の干拓，昭和8（1934）年の短台谷地  

の干拓，千貫谷地の干拓，′蕪粟沼一部の干拓，昭和2（1927）年と同16年における伊豆沼一部  

の干拓，同13年の長沼一部の干拓等である。  

ニ大台風と被害状況  

岩手県と宮城県にとっては忘れえない二大台風がある。それらほ，カスリン白鳳とアイオ  

ン台風で，しかも2年連続して来襲したのである。   

まず，前者から説述すると，カスリン台風ほ昭和22（19椚）年9月12日から16日にかけての  

ことであり，12日未明より降り出した雨は台風の前兆となり，台風の接近とともにますます雨  

勢を混め，特に，14日から15日にかけて岩手県下一帯は大豪雨となった。その結果，北上川と  

閉伊州流域は甚大な被害を受けた。その間の盛岡の雨量ほ173．3棚であった。県下一帯の豪雨  

により，孤禅寺峡谷部における水位は15．6ク瑠にも上ったb平均水位ほ11．9椚である。その氾濫  

面積ほ26，017町歩にも及んだ。その被害ほ，死者45名，行方不明44名，傷者1名，家屋倒壊  

274戸，流失家屋422戸，浸水家巌29，265戸，冠水水田2．7万余町歩，冠水畑地1．4万町歩弱，耕  

地流失2，828町歩，道路決壊493，橋梁流失282，堤防決壊263カ所であった。その被害総額ほ岩  

手県だけで54鎗円であるが，宮城県の被害額を加えると67．5億円にも及ぶ。   

大洪水が発生するのにほ，それなりの原因がある。それは暴風雨か，霧雨か，気候不順であ  

り，それが洪水による水害とともに，合併症的被害をもたらす。今回の台風被害もその例外で  

はなく，カスリン台風が来襲する前に，霜害，冷讃，それに豪雨があった。具体的にほ，5月  

4日に県下に霜害があり，6月下旬にほ異常低温が続き，遅延型凶作となった。   

カスリン台風の前に，本年の台風の第1波ともいう台風が7月22日から24日にかけて，豪雨  

を伴って襲った。7月20日から降り出した雨ほ22日から24日にかけて豪雨となり，特に，胆沢・  

江刺両郡の水田に甚大な被害を与えた。その間の盛岡の雨量ほ146甜で，一関355舵催であった。  

た。その被焉は，死者1名，水田流失880町歩余，冠水水田1．る万町歩弱，床上浸水家屋272戸  

床下浸水家庭956戸，橋梁流失23カ所であった。   

次に，2波ともいうべき琴雨が8月1日に，第1彼の豪雨の再来のように降り，3日にかけて  

降り続けた。その間の盛岡での雨量ほ164脚，一関85朋，揚田では343棚を記録している。そこ  

で和賀川ほ大洪水となり，江釣子村の猫谷地で姥防が決壊し，横黒線（北上線）は不通となっ  

た。その他，山田・花輪線も不通。この時の床上浸水家屋ほ1500戸近ぐで，橋梁流失は37カ所   
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であった。この第2彼の傷が癒えないうちに，第3波ともいうべきカスリン台風が襲ったので  

ある。   

その翌年，また9月に超大型の台風が来襲した。それがアイオン台風である。この年の大台  

風も前年の大台風力スリン台風と同じく突如として来襲してきたのではなく，その前に種々の  

災害があった。  

1月14日朝から降雨となり，15・16の両日は降雨となった。しかし，暖気のために融雪増水  
となった。その間の盛岡の降水量は33州，一関28蹴，沢内115仰であった。   

次は，5月27日から28日にかけて大宮風となり，胆江地方に甚大な被害を与えた。その被害  

は、道路決壊30カ所，橋梁流失23カ所等であった。その間の盛岡の雨量は88北枕，花巻35瓜催，一  

関102淵、若柳205耽で，岩手県県央にほ雨量少なく，県南に多く，従って，被害も県南に多か  

った。そのうち北上川流域に関する被害をみると，西磐井郡下で冠水水田ほ1，037町歩，冠水畑  

地ほ550町歩であった。   

次に来襲したのが．史上稀にみる超大型の台臥 アイオン台風である。9月15日の夜から降  

り出した雨ほ16日の午前中までは唯の降雨であったが、午後2時頃から猛烈な豪雨となって，  

深夜まで続いた。その間の雨量ほ，盛岡で152北枕，福岡147脚，花巻179脚，水沢285北枕，一関259  

据，若柳267〝，久慈103冊，岩泉269伽，宮古250謝，遠野254仰，世田米334〝であり、特に，  

水沢・遠野・宮古以南ほ記録的な豪雨であった。その被害もまた甚大で，人的犠牲者死者392  

名，行方不明296名，傷老1403名，建物全壊550戸，半壊1，668戸，流失家屋840戸，床上浸水家  

屋1．4万戸近くで，床下浸水家屋ほ1．2万戸弱であった。なお，堤防決壊ほ1，800カ所，道路の  

決壊860カ所余，橋梁流失1500檎弱，冠水水田4万町歩，冠水畑地2万町歩，及び流失埋没耕地  

ほ7，700町歩余で，その他，水産・林産施設や童物にも甚大な被害を与えたのである。その被害  

総額は127億円にもなり，岩手県ほ大打撃を受けたのである。それに加えて鉄道と通信施設に  

も甚大な被害があり，U」田線は寸断同様の状態で，その復旧にほ数年も要するといわれた。   

県下の河川沫域，特に北上川沿岸でほ昨年のカスリン台風の被害が大きく，その復旧が未完  

成であったので，今回の白鳳の被害ほ，より激甚であったといえる。前述したが，一関市南部  

の孤禅寺峡谷部のために，その峡谷部上流の一関市付近に北上川の河水が湛水する。それ故磐  

井川の増水が恰も大津波のように道流し，一l舜にして一関市街の人家を襲い流失しまったとい  

われる。このような惨状は2度と繰返してはならない。ここに板本的に北上川の治水対策を考  

えなければならない課題がある。  

昭和期戦後の洪水と治水   

昭和24（1949）年には，23年の暮から24年の春にかけて暖冬異変があり，6月9日未明には  

県下一帯に気温低下し，山間部に降雪もあり，小麦・大麦・馬鈴薯に甚大な被害があった。9  

月1日にキテ一台夙の来襲により，県‾F各地に農作物への被害を受けた。   

翌25年の1月31日にほ異例の暴風雨があり，県北の被害は甚大であった。8月3日夜から5  

日にかけて豪雨となり，一関市一帯はまたも増水し，東北本線ほ不通となる。その豪雨による  

被害ほ，負傷者3名，家屋流失1戸，倒壊家屋6戸，床上浸水家屋398戸，床下浸水家屋1，696  

戸，冠水水田8，902町歩，冠水畑地6，895町歩、水田流失と埋没126町歩，堤防決壊220カ所余で  

あった。その1カ月あと，またも台風（ジ土－ソ台風）が襲い，稲の倒伏が甚大であった。その  

被害ほ東磐井郡で1，000町歩，西磐井郡で1，000町歩，胆沢郡で7，800町歩，稗貫都下でほ2，400   
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第5表  公共建設事業実績（国・地方公共団体の建設省所管事業）  

全国総額  
に占める  
比率  

河川と砂＊＊  

防の比率  
河川と砂＊  

防事業費  
岩手県  
指 数  
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費用単位100万円  

＊ 岩手県における河川と砂防の事業費  

＊＊岩手県の公共建設事業費総額に占める河川と砂防の事業費の比率  

本表は日本統計年鑑から筆者が作成。  

町歩にもなった。   

昭和26年にほ，3月1日に融雪により胆沢川域において4名の犠牲者があった。4月にほ小  

規模であったが県下に風害があり，5月にほ東・西南磐井郡と上・下両閉伊那に霜害があり，  

6月にほ稗貫都下に電害，7月にほ東磐井郡に電害があり，なお．6月下旬から8月にかけて  

辛苦，9月には岩手郡下に霜害がみられた。   

翌27年にもやはり水害に苦悩した。3月22日から25日にかけて暴風雨雪となり，県下一構に  

被害があった。その被害ほ，全壊家屋4戸，半壊家屋6戸，その他70戸，床上浸水家屋12戸，  

床下浸水家屋686戸，その他冠水耕地・橋梁流失・堤防決壊・道路決壊・小船舶流失等があっ  

た。3月4日十捗沖地熱こよる三陸海岸津浪，5月中旬ほ霜害，6月20日には和賀郡沢内村に  

電害，7月3～4日にほ和賀郡・紫波郡に電譜があり，7月王6日から17日にかけて梅雨前線の  

北上により大雨となり，北上川は増水し，田畑冠水の被告があり，また8月19～20日にほキヤ  

レン台風により岩手郡・下閉伊郡に風害があり，同月25～26日にほ前線により洪水発生，県南  

に水害があった。   

昭和28年も水害と冷害の年であった。7月19日より連日の降雨と，23日夜から24日にかけて  

の豪雨により各河川ほ大増水となり，橋梁を破壊し，道路を決壊した。その他，麦・大豆・馬  

鈴薯にも大きな被害を与えた。特に，紫波・稗貫・和賀・胆沢・江刺・上閉伊の各部の被害ほ  

大きかった。なお，苗代期より8月下旬にかけての低温寡照により大冷害となる。大正2（1913）  

年以来，40年釆の低温であり．昭和15（1940）年の冷害を凌ぐ被害であった。昭和29年にもま  

た風害が5月9～10日に県下全般に被害があり，6月9～10日には県北に凍霜害があった。   

このように局地的で，小規模な災害を数えれば，岩手県下は毎年のように災害が発生し，特  

に北上川流域では洪水による被害が度々である。   

そこで、昭和22（1947）年のカスリン台風による大洪水の翌年から十有余年間の建設省所管   
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の公共建設事業をみると第5真の通りである。戦後の本県における建設省所管の公共事業実績  

をみるために、第5表を作成し，まず全国の場合をみると昭和23年の総額を100とすれば，昭和  

33年にほ434，同35年にほ644に伸展しており，次に束北全域の場合には，10年後の昭和33年に  

ほ3．5倍，35年に5．1倍に伸びている。東北は全国的伸展率には及ばない。   

岩手県における建設省所管の公共事業費総領をみると，昭和31年までは顕著な伸展はない  

が，同32年にほ昭和23年の事業費の2倍を越え，同33年にほ3．2倍近くになり，同34年には4．1  

倍，同35年にほ5．2倍にも増加している。特に，昭和33年以降，本県における国の公共事業費  

が急激に伸展している。例えば，昭和35年についてみると，本県の公共事業費は65億円で，全  

国の各都道府県の平均のそれほ73億円であり，東北の各県のそれは57億円である。岩手県のそ  

れほ，全国より8億円低いが，東北の各県平均より8億円高いことになる。更に，種類別事業  

費をみると，河川と砂防事業費が多く，第5表をみれば明瞭であるが，その事業費ほ，本県総  

額の過半を占める場合が多い。昭和30年と同31年には，河川と砂防事業費が全額の3割余を占  

めるが、道路事業費に2．8割乃至2．9割を賛している。また昭和24年と同32年に河川と砂防事業  

費が2割以下しかないのほ，24年には道路と住宅営繕に，7．7割を要し，同32年にほ，道路に  

約3割の7．9億を資している。   

全体的にみて，昭和23年以来，本県の建設省所管公共事業のうちで，河川と砂防事業に重点  

化しているのは明らかである。これほやほり北上川を初めとして／河川氾濫が甚しいことを物  

語るものであり，その災害を防止するための投資である。特に，昭和26年から28年にかけては  

河川と砂防事業を強力に推進し，次に，昭和33年以降はさらに河川と砂防事業を重点的に進展  

させている。全国的にも本県35年時点でほ，河川事業費は全国的にみて神奈川県に次いで2位  

であり，東北では第1位である。  

治水対策の改変と特定地域開発   

洪如こより被害を蒙るのほ，生活と生産の2面であることほ説明するまでもないが，洪水が  

発生するのほ単一の要因だけではない。その発生要因についてほ，前述したが，洪水と併発的  

に災害が起る場合もある。例えば，震雨や大雨により洪水が発生するが，震雨や大雨ほ気侯不  

椴であり，冷害が発生し，合併症的に被害ほ大きくなる。従って洪水ほ，農業面においては，  

水害だけでなく，冷害・風水害・病虫害を併発している場合が多い。   

明治以来，大学や農事試験場，その他で土壌，苗代，経営の研究から品種，除草及び旋肥面  

に大きく改良が加えられた。   

それと平行して，本県でほ課題として取り組んでいたのほ，度々甚大な被害を与えている北上  

川の洪水に対する治水対策である。一般に，洪水対策でほ河川の氾濫を防禦するために堤防を  

築き，河水を下流へ速やかに流すことを実施していたが，北上川の場合，それほ適当でほない。  

何故なら，その理由についてほ，前述した北上川の河川状態により明白である。一関市南部の  

孤禅寺峡谷部の流水速度と通水違に限度があるので－その限度以上の河水が流下してきた場合  

にほ孤禅寺峡谷部上流に湛水することになり，大被害となる。ここに北上川の治水対策に大き  

な課題がある○河水の氾濫を防止するために，河水を下流に流すだけでは治水対策にならない。  

河水を何処かで調節し，流下するのを制限する必要がある。調節したのなら，その水を利用し  

ようとするのが，人間の智恵である。そこで，河川の調節と利鞘が大きな課額であり，それを  

解決するために，ダム建設が構想されるようになってきた。   
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その北上川の治水対策を大きく促進させる契機となったのは，戦後の北上川流域農村の疲弊  

であるd戦時体制によって戦後には更に農村は疲弊し，農村の生産力ほ減退し，加えて凶作ほ続  

き，所得は著しく減少していた。昭和23（1948）年から同25年までの国民1人当りの所得をみる  

と，全国平均ほ35．019円であるのに，東北地方は22．910円で，全国平均の65％に過ぎなかった。   

なお，北上川流域では更に打撃を受けたのは，昭和22・23年と続いて襲ったカスリンとアイ  

オン台風による大被害であり，この被害から復興するた捌こも新しい政策が必要であった。し  

かし，当時改暦みずからの責任で大規模な開発を推進するような余裕を持たなかった。そのた  

めに，東北開発を再建し，新しい軌道に乗せるまでの仕事ほ，東北住民の努力によったのであ  

る。   

終戦の翌年，昭和21（1946）年12月18日，宮城県庁において東北6県関係者が会合し，「東  

北産業開発調査要綱＿lが決定された。それは，戦後の日本の産業振興には東北の産業開発によ  

らなければならないと考え，各産業を調査し，東北開発の基礎資料を作成するための調査要綱  

である。これについて，この会ほ充分なる成果を上げえなかった。しかし，その会の意義は大  

きかったといえる。その会によって戦後の東北開発の第一一歩を歩み出したのである。次に昭和  

24年5月7日に，新潟県を含む東北7県の各関係者が仙台商工会議所に会同し，「東北振興計  

画委員会」、を結成した。この会の意義もまた大きかった。この会には，東北6県に新潟県が参  

加したので，それ以後束北には「東北7県」としての連帯が成立するのである。すなわち，こ  

の会議により，東北7県の連帯が成立したといえる。この会議ほ，1に東北開発振興のための  

企業資金の融資並びに東北興業会社による事業執行，2に東北の電源開発，3に東北開発のた  

めに「東北総合開発審議会」を置くか，乃至は「総合国土開発審議会」の中に東北部会を置く  

ことを決議した。なお，この年の10月に，東北7県自治協議会の名におし、て，国土総合開発審  

議会に対して，東北開発の国家的意義を強調し，融資その他において格段の措置を講ずるよう  

に要請したのである。   

そして昭和25年5月，国土総合開発法が制定された。これによって東北各県ほ法に基づく「  

特定地域総合開発計画」を作成し，その指定のもとに開発を推進しようとしたのである0とこ  

ろが，その開発への期待が過大のあまり，東北各県相互に競合する状態となり，進捗がおくれ  

るという結果を招いた。特定地域としては，北上・最上・阿仁・田沢・只見・十和田・岩木・  

北奥羽・仙塩であり，総花式の指定であった。   

このように昭和26（1951）年12月に「国土総合開発法」によって，北上川流域がその第1号  

として北上特定地域総合開発計画が指定され，昭和33年2月に，宮城県の東部海岸地域が追加  

編入されたのである。この開発計画の基本方針は地域内における生産の増強と安定並びにこれ  

による生活水準の向上と人口収容力の増大を図ることであった。困に，「昭和27年総理府告示  

298号」により，開発目標をみると，1は国土保全と治山・治水，2ほ資源開発（農業資源㌧電源  

開発・林産資源開発・地下資源開発）・3ほ工業立地条件の整備である0それらのうち，重点は北  

上川本支流の洪水防禦対策，並びにそれに関連して行われる各種資瀕の有楼的総合的利用開発  

と，地域的な資源を主とする鉱工業の振興のための基礎条件の整備においたのである0昭和28  

年2月6日に，事業計画が閣議で決定された0同年から計画が実施されて・約10年間で達成す  

るように推進されたのである。なお，同33年2月14日「総理府告示第50号」によって・三陸地  

区の編入に伴って，水産資源開発が目標に追加された。   

北上特定地域の開発計画の大綱の冒頭に治山治水に関する2項がある0北上川の治水に深い   
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関係があるので掲げておく。  

1．北上川本流における計画高水流量ほ，孤禅寺において，昭和22年9月の洪水を基準とし  

て，毎秒9，000立方沼とする。   

2．上記の計画高水量を孤禅寺において毎秒6，300立方∽に調節し，岩手・宮城両県噴から  

追波湾に至云区間（新北上川）においては，孤禅寺峡谷部からの流入量を加えて毎秒6，500立方  

∽に調節するものとして，洪水対策を確立する。すなわち，北上川本流が磐井台地を流れ切る  

約20肋に亘る深い峡谷部の流水量に限度があるので，その峡谷部の流水量を増加しないように  

調節するということである。これは容易なことではない。なお，毎秒9，000立方椚という河水  

量を各産業面の用水に利用しえないだろうかという点に，北上川流域の洪水対策の重点がある。  

しかし，北上川特定地域ほ，岩手・宮城の両県に亘っているので，両県に独自の開発方針があ  

るので，開発の組合化運営に多くの問題点があった。   

このために，孤禅寺峡谷部より上流部の岩手県においては，北上川本流・雫石川・猿ケ石  

川・和賀川・胆沢川に多目的ダムによる貯水池を築造したり，また遊水地を設け，合わせて毎  

秒2，700立方米の洪水調節を図るように計画したのである。   

北上川の本流の洪水調節についてほ，盛岡市北部に四十西田ダムを築造し，最大洪水流量を  

毎秒450立方研を調節する。その発電計画における最大発電力は約16，000KWである。   

雫石川でほ，雫石町東部の御所にダムを設け．毎秒600立方椚を調節し，発電と濯漑用に供  

給する。その発電計画ほ，最大発電力ほ約10，000KWである。  

第6表 北上川特定地域総合開発計画当初のダム計画（岩手県分）昭和28年2月  

ダム名称し河 川 名1位  置l洪水調節量諺／S l同左（変更後）＊  

岩手県土木概要（昭和41年6月発行）による変更調節量である。  

第7表  北上特定地域総合開発計画  

閣議決定  
総事業費  

変更要望  
総事業費  事 業 種 別  昭和30  昭和31  昭和28  昭和29   

（イ）  

61，081，697  

23，443，756   

272，447  

23，716，203  

38．9  

（ロ） 111，338，766 42，790，068  
728，960  

43，519，028  

－－ご≡三 ‥、：三‡：≡三．  －  

二；  

総  計 （乱）  

A種事業国土保全  

B機番菜園土保全  

A・B丙種合計（b）  

（b）／（a）  ％  
（b）の年次累計（∩）  

（C）の年次累計指数  

2，221．824   

429，901   

13，877   

443，778  

20．0  

3，263，351  

224．8  

13．8  

7．5   

；‥  

13，977  

1，45…三ヲ；9t 89：；？；0  39．1   

1・451・989言 2・341，989i2，819，573  

1  

16…；…き；…；…  

進捗率  

進捗率  （イ）に対して （ロ）に対して  
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猿ケ石川では，和賀郡東和町の南東部に，田瀬ダムを建設して，毎秒2，200立方桝を調節す  

る0このダムも洪水調節だけでほなく，発電と渚漑用に使用する。その発電計画における最大  

発電力は約27，000KWであり，そのダムの水ほ，濯漑期においては，江刺平野へ最大毎秒4．5立  

方刑，稗和平野へ最大毎秒3．0立方研を分水する。しかも，その総水量はそれぞれ平均毎秒3．5  

立方∽，及び毎秒2．2立方別の100日分である。   

和賀川でほ和賀郡の西部，湯田町に湯田ダムを築造し，清水調節と発電と濯漑に使用する。  

洪水調節における能力は，最大洪水流量毎秒1，800立方研を調節し，和賀中部地区に毎秒6．48  

立方椚を給水し，最大発電力ほ30，000KWである。   

胆沢川においてほ，その上流部の胆沢郡胆沢町の西部に石淵ダムを設け，その水ほ発電と滞  

漑に使用する。洪水調節能力は最大洪水流量を毎秒300立方桝で，渚漑ほ胆沢郡の水田に最大  

毎秒1ほ方桝を給水する。発電計画における最大電力ほ20，000KWである。   

旧北上川の計画高水量ほ，石巻湾に注ぐ河口部において毎秒2，000立方研としている。この  

ため迫川において上流に花山・玉山の多目的ダムの貯水池を築造し調節するのと，遊水地の設  

置によって下流における計画高水量を毎秒1，000立方∽，また，江合川においてほ鳴子ダムの  

貯水池を設け，毎秒700立方∽を調節し，その他の300立方椚を鳴瀬川に分流する。   

このようにして，北上川の本・支流の中・上流でほダムによって，河水を調節して孤禅寺峡  

谷を流下させる。その河水は，そのまま新北上川を流れて追波湾に流入する。なお，迫川・江  

合川等の北上川下流部の支流ほ，旧北上川河口へ河水を放流する。河水を下流に放流する流路  

は大きく分けて追波川から追波湾に注く－のと，石巻湾に流入する流路とに分流する。   

従って，岩手・宮城両県に跨がる本特定地域は、流域区分からみると，北上川中流部と新北  

上川流域及び迫・江合両河川流域とに分れる3つの特定地域とみることが出来る。  

北上特定地域総合開発計画の成果   

昭和28（1953）年2月に，事業計画が閣議決定されてから，約10年間の達成目標で推進され  

たので，10年間の進捗状態をみる。   

資料の関係から岩手県内の北上特産地域の事業の進捗状態のうちでも，特に北上川を主とす  

る治水並びに治山に焦点を当てよう。   

第7表に提示したように，参考までに10年間の経過をみる。事業癖のうちA種とほ，国・  

国土保全事業投資額（単位：千円）  

この裏は岩手県総務部統計課（1963）：岩手の県勢一統計からみた15年の歩み－から筆者が作成。   



（116）  山  田  安  彦   116  

県の→般会計分であり，B種とは公共企業体及び組合である。ここにいう国土保全とほ河川  

総合開発・河川改修・砂防・治山・海岸保全を含めている。その他，事業としては生産（土地  

改良・開拓・造林・林道・牧野・漁港），交通（道路・港湾・船舶標識），民生（都市計画・工業用水道  

事業）等である。   

第7表をみると，治山・治水を主とする国土保全の事業費が総事業費の約39％を占め，他の  

事業費（生産・交通・民生）よりも多く，如何に北上特定地域において保全関係に重点を置いてい  

たかが理解しうる。北上特定地域総合開発事業計画期間をみても，各年度の国土保全事業費が  

総事業費に占める平均比率ほ35％余で，低比率の年度は，昭和31年度で，最高率の年度は昭和  

36年度である。   

また各年度の累計をみると，本開発事業期間の初期の国土保全事業は順調に進み，5年目で  

初年度の3倍余となり，7年目で5．7倍を越え，9年目で約10倍となり，11年目にほ15倍を越え  

る状態となっている。この時にほ閣議決定当初の事業計画の9割余を達成しており，、変更要望  

総事業の半分以上を完了したことになる。11年目で一応北上特産地域の事業を終了することに  

なるのである。  

岩手県捻全開発計画と治水   

昭和35（1960）年に，国の国土総合開発計画が策定され，従来の未開発地域の資源開発方式  

から「所得倍増計画」へと転換された。しかし，このために産業間並びに地域間の所得格差が  

開く傾向となった。そこでそれを解消するために，昭和36年6月に農業基本法，同年11月に低  

開発地域工業開発促進法が施行され，積極的に低開発地域の開発が進められたのである。北上  

特定地域に対してほ，昭和33年度以降，毎年50億円以上の投資があり，昭和37年度には83億  

円，同38年度にほ100億円の投資が行われ，開発計画に対して事業進捗ほ急激に進むようにな  

った。   

北上特定地域総合開発事業の残余の事業は，昭和39年に策定された「岩手県総合開発計画」  

事業に引継がれたのである。   

困に，昭和41年6月発行の「岩手県土木概要」をみると，北上川水系に5大ダムを築造し，  

高水流量を調節して治水利水の効果を上げようとしている点は，以前の特定地域の事業と変化  

ほない。5大ダムが北上川治水の根幹である。この時点では，田瀬（昭和29年完工）．湯田（昭和  

40年完工），石淵‾（昭和28年完工）の3大ダムほ完工し，四十四田ダムほ9割ほ完了していたの  

第8衷  北 上 川 水．系 諸   
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である。北上特定地域総合開発事業の当初の開発計画よりも40年度時点において多少異なるの  

ほ，四十四田，御所ダムの洪水調節量が多くなってい志ことである。   

結局，5大ダムだけでも全部完成すると，北上川本・支流合わせて毎秒6200立方仰の流量を  

調節することになる。従って，カスリン・アイオン台風級の大規模な豪雨をもたらすとしても，  

また，それ以上の豪雨があったとしても，具体的にいえば，それらの台風による豪雨の4割近  

い（38．9％）増加の降水量があったとしても孤禅寺峡谷部上流部一帯の河川氾濫を防止すること  

になる。孤禅寺峡谷部の通水能力が毎秒6，300立方研であり，カスリン・アイオン台風級の豪  

雨によると，孤禅寺に集水する流量は毎秒9，000立方剖であるから，差引2，700立方桝の流量を  

調節すれば，よいことになるので，この5大ダムによる洪水調節は一応機能を発揮しているこ  

とになる。   

岩手県内の北上川水系のダムについてほ，第8・9表に示しておいたが，洪水調節だけではな  

く，潅漑にも発電にも大きな効果を発揮しうるダムである。そのために，ダム構築により，開  

田・開畑の可能性も大きい。産業面の開発についての説述ほ割愛する。また，御所ダムほ未完  

成であるが，今日までの完成したダムによる北上川流域の農業水利面でほ，補給面横1，940ゐαに  

も昇り，開田ほ9，597如，開畑は9，034ゐαである。なお，発電関係をみると，未完成の御所ダム  

を除いて，岩洞・四十四田・田瀬・湯田・石淵の各ダムの最大出力を合わせると165，300KW  

にもなる。   

「岩手県総合開発計画」の計画期間（昭和38年度から同45年産まで）の総事業費6，130億円のう  

ち，429．9億円（7％）が国土保全費である、44年3月時点の事業案蹟をみると，昭和38年廉か  

ら42年度までの紘事業費は，2，532．1億円で，そのうち263億円（10．4％）が国土保全であり，  

61．2％の達成率である。そのうち北上川の岩手県流域分の改修事業についてみると，計画期間  

内事業費（昭和38年虔から45年慶まで）は109億円であるが，42年度には20．8億円の実績しかなく，  

達成率は19．1％である。  

岩手県県勢発展計画と治水   

昭和44（1969）年7月には，「岩手県県勢発展計画」が策定され，従前の残余の事業が，こ  

の発展計画に編入されることになった。北上川ほ古来から多くの水害を起こし，尊い人命と産  

業に大きな被害を与えてきた。この過去の貴重な経験を革にして孤禅寺峡谷部における基本高  

水流量毎秒9，000立方桝を毎秒6，300立方∽の流量に調節して流下させるために，本流上流部と  

ダ ム の 規 模（岩手県分）  

直面面責  総貯水量  
1，000㌦  否認『水慧】事業主体一着和年表一議和年産  

満水位  堤頂長れ  肋2 墓 標高 m  

35  

42  

予定52  

28  

36  

29  

40  

28  

65，600  

47，100  

65，000   

9，590  

23，356  

145，500  

114，160  

16，150   

46，300  

35，500  

45，040   

9，525  

23，186  

113，700  

93，710  

11，960  

蔑林省   20  

○印 5大ダム   岩手県企画開発室資料から筆者が作成。   
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第9表  北 上 川  水 系  

支流に五大ダムを建設し，加えて，舞川地区に遊水地を設けることを基本として∴北上川流域  

の河川改修計画を樹立した。それが昭和28年には，国土総合開発法に基づく「一北上特定地域総  

合開発計画」へと発展した。その改修計画を採用して，その計画期間は一応昭和38年で完了し  

たが，その残余の事業ほ「岩手県総合開発計画」の重点的事業として促進され，昭和44年7月  

現在では，五大ダムのうち御所ダムを残すだけとなった。   

完成した4大ダムやその他のダムほ治水対策に大きな効果を発揮している。しかし，洪水防  

禦だけでなく，それらのダムに関連する潅漑と発電の諸事業も早急に完遂させる必要がある。  

北上川流域ダムの産業面への寄与についてはすで略述したが，現在の北上川の治水利水の必要  

性についてほ，次のような問題点がある。   

まず，北上Jl一統域の治水面において，当初カスリン・アイオン台風程度の災害規模を基礎と  

して，この規模の災害が70年に1回発生するという前程として策定したものである。しかし，  

その後の本流・支流の流量観測資料の整備，並びに，本・支流の改修の進展に伴って，当初の  

計画を越える流量となる場合も懸念される。これに対して，現在でほ北上川の治水計画を根本  

的に再検討する必要がある。しかし，具体的にほ御所ダムがまだ完成していないので，まず，  

このダムを完成させてから，更に，換討しなければならない。昭和44年の「岩手県県勢発展計  

画」では，御所ダム建設促進が大きな目標である。   

次に，利水面においては，これまでの開発は，農業用水と発電用水に限られていたが，工業  

用水・生活用水等の開発ほ行われていなかった。経済と生活の発展に伴い全国的に水の需給が  

逼迫している趨勢のなかで，本県においても産業の発展・生活水準の向上と共に水利用の面に  

おいても合理的利用を図る必要がある。勿論，それと共に，公害処理も忘れてほならない。そ  

の上で都市化現象と産業発展動向を把挺しながら，生活用水・工業用水・発竃用水・農業用水  

等の総合的な利用を樹立することである。昭和42年度までの治水関係の事業費については説述  

したので，「岩手県県勢発展計画」の昭和43年度以降をみる。   

昭和43年魔の総事業費は868億，そのうち国土保全事業費は64．3億円で，全体の7．4％に相当  

する。年度を追ってその数値を掲げると，44年度ほ，総事業費1，025．6億円，そのうち国土保  

全事業費ほ65．6億円（6．4％）であり，45年度は総事業費1，043．6億円，国土保全事業費70．8億  

（6．8％），46年度にほ総事業費1，278．9億円，国土保全事業費110．4億円（8．6％），47年度にほ   
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総  合  開  発  （岩手県分）  

119  

発  電  関  係  

岩手県企画開発室資料により筆者が作成。   

総事業費1，582億円，国土保全事業費175．2億円（11．1％）で，国土保全に関する事業費は徐々  

にでほあるが，増加している傾向にある。以上ほ昭和48年12月の集計結果で，その後の集計は  

まだ結果が出ていない。なお，それらの費用ほ昭和47年魔の価格である。   

なお，昭和43年度から50年度までの計画期間の総事業費は1兆2，326．2億円を計画している  

が，43年廉から47年度までに、5，798．3億円が投資され，当初の計画の47％まで進捗している。  

そのうち国土（県土）保全の計画期間の計画事業費は，1，611．6億円で，全体の13・1％に相当す  

る。そのうち43年度から47年度までの投資は486．3億円で，当初計画の30．2％の実績を上げて  

いることになる。更に，そのうち河川総合開発（295億円）と河川改修（740．3億円）ほ1，035・3億  

円で国土（県土）保全費の64．2％を占める。その43年度から47年産までの進捗率をみると，前  

者が47．6％（140．5億円），後者が15．3％（113．6億円）である。河川総合開発事業ほ御所ダム関  

係である。河川改修計画事業のうち，北上川水系に関するそれが566億円で河川改修事業の76・5  

％を占める。これをみても如何に北上川の改修事業を重視しているかを窺いうるであろう0ま  

た，北上川水系は氾濫の危険性が多いので，改修の必要性が大である0北上川水系の河川改修  

事業の本県県勢発展計酎こ対する昭和43年度から剛7年庭の進捗率ほ第10表に示した通りであ  

第10蓑 岩手県県勢発展計画事業治水対策事業   

単位100万円 昭和47年度価格  
岩手県企画室資料により筆者が作成。   
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る。   

本流の改修事業を進めるには，先に支流の改修事業を実施して置かなければならない。従っ  

て，和賀川ほ別表に表示した通り，計画よりも進捗し，金流川ほ計画通りはぼ完成に近い。人  

首川は計画期間の9割近くを経過しているのに，事業実績ほまだ4割近くしか進捗していない。  

雫石川は御所ダムが完成しないと改修事業も進展しないのである。雫石川の河川総合開発で最  

大主要事業はいうまでもなく，御所ダムの建設事業である。これは国営事業で，昭和42年に着  

工，52年に完成予定であり，その間の事業費ほ206．6億円（昭和47年度価格）である。昭和47年  

度末の事業進捗率は67．2％を示す。なお，その御所ダムに付属する県営の多目的ダム建設事業  

ほ，昭和44年に着工，同53年に完成の予定になっている。その間の事業費ほ94．8億円で，昭和  

47年未にほ僅かに1．8％しか進捗していない。また，御所ダム発電所建設事業ほ県公営企業で，  

昭和46年に着工され，同51年に完成予定。その企業事業費ほ20．1億円で昭和47年慶末にほプ．7  

％の進捗率である。  

新岩手県県勢発展計画と治水計画   

岩手県でほ北上川流域の常習的洪水発生環境と大規模洪水発生の主要因の一つである河川構  

造の改造を基盤として，その利水面を地域開発に応用しながら産業面と生活面の向上に努めて  

きた。その結果，洪水防止への効果は特筆すべきもの 

た。しかし、その発展に伴う公害の発生，また，生活様式の変化と交通の発達による地域の流  

動性に対応するために，岩手県は，昭和48（1973）年9月に「新岩手県県勢発展計画」を策定  

する必要があった。   

岩手県ほ地形的環境と集中豪雨により災害の発生率が高く，また，自然河川状態の河川が多  

いので洪水被害が甚大である。   

そのために，河川改修や洪水防止等の治水事業を進め，環境を整備する必要がある0 

「‾新岩手県県勢発展計画」のなかに，治水計画事業に伴う環境整備計画が策定ざれた 

かで，北上川流域に関係のあるものを取り上げる。北上川水系治水の根幹をなす五大ダムは，現  

在建設中の御所ダムを残して，すでに，四十四田・田瀬・湯田・石淵の四大ダムが完成し，治  

水・利水面に大きな枚能を発揮している。また，河川改修事業についてほ，北上川本流は国直  

轄事業として施行中であるが，改修を終了した河川もある。勿論，中・小河川ではまだ施工中  

の河川もあるが，その工事は順調に進捗している。   

北上川流域ほ本流の流程ほ長く，支流も多く，また流域には人口・産業の集竃も岩手県とし  

てほ高い地域であるから，本・支流合わせての総合的な治水事業を進める必要がある。   

北上川水系の河川改修計画事業と河川環境整備事業の事業費についてほ，第11表に掲げる。  

昭和48年策定の事業費をみると，52年慶までに総額1兆1745億8，000万円であり，そのうち自  

然環境保全関係は，952．1億円で，全額の8．1％である。その環境保全事業のうちで，治水事業ほ  

56．7％であり，環境保全の過半を占める539．5億円が計画されている。なお，そのうち149．3億  

円が県事業の北上川水系の改修事業費であり，治水事業の27．7％に当たる。国直轄事業の北上  

川改修事業費の1，270億円を加えると，岩手県内だけでも河川改修事業費ほ1，419．3億円に昇っ  

ている。第11表に掲げたのほ北上川水系の河川改修事業と河川環境整備事業の一覧であるが，  

岩手県下でほこの他に，馬淵川水系や三陸沿岸に流入する諸河川，及び小規模河川の改修事業  

も進めている。更には，河川改修事業だけでなく，河川環境整備事業として低水護岸・高水敷   
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第1j表 北上川水系河川改修計画事業と河川環境整備計画事業（昭和48年度～52年度）  

妄言諒盲丁靂三  薫惨事墓l実施主可牒珊㌘  
全事業費  
（100万円）  

河川名備  考  

北上川  

松  川  
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早瀬川  
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千厩町  

一関市  

花泉町  
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141，927  

○印は昭和44年の「岩手県県勢発展計画」に策定されていた河川改修事業の引継ぎである。しか  

し，計画期間と事業費については変更がある。岩手県企画開発室資料により筆者が作成。   

整正を雫石川・豊沢川・和賀川・磐井川その他2河川に実施する計画である。   

なお，岩手県でほ，昭和48年度までに，豊沢川や葛根田川等の他19河川の改修事業を終了し  

ている。また現在，中小河川ほ12河川，小規模河川でほ17河川，それに局地的に改修事業を19  

河川に施工中である。   

このようにして，水害に悩まされた岩手県も着々と洪水防止対策を進めており，その効果は  

大きく現われている。それが証拠に主要河川に総合的多目的ダムが完成し，河川改修が完了す  

るに従い，水害ほ減少するとともに各産業の生産性ほ向上しつつある。  

今後の治水計画の課題   

北上川流域ほ，洪水発生頻度の高い地域であるから，洪水調節機能を高める必要があった。  

それで国も県も昭和28（1953）年以降，大規模な洪水調節を実施してきた。しかし調節するだ  

けでなく、その水の利用をも考えてきた。水の利用は年々その需要度を高めつつある。   

今日、わが国では狭い国土であるにも拘らず居住地ほ急激に拡大し，文化施設は大規模化し  

て耕地を浸潤しつつある。生産地域はますます縮小しており，今後の生産動向に寒心せざるを  

えない。例えば，アメリカ合衆国と比較すると，人口でほ，合衆国はわが国の2倍であるが，  

土地ほ25倍もある。それでいてわが国ほアメリカ合衆国並の生活水準を望んでいる。そうすれ  

ば、今後の日本ほどうすればよいか。今日の日本の重要な課題である。今後は治水とともにや  

はり利水面のより高い有効的利用を考え，高位生産を考えなければならないし，加えて人間の  

自然空間への対応を考え，河川敷や流域の効果的な活用をもはかることが今日の課題であろう。   
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